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事務事業評価 令和元年度実績あ

No. 活 動 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成 果 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 評価

 目標値 1,100 1,100 1,100 目標値 262,900 359,443 371,775

 ( H8 ～ ) 実績値 1,461 1,364 － 実績値 347,111 358,126 －

 [件] 達成率 132.8% 124.0% － [累計：㎡] 達成率 132.0% 99.6% －

 目標値

実績値

達成率

令和元年度 令和 2 年度 目標値

929,849 913,203 実績値

929,844 － 達成率

No. 活 動 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成 果 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 評価

 目標値 1,100 1,100 1,100 目標値 25 25 45

 ( S57 ～ ) 実績値 1,461 1,364 － 実績値 59 51 －

 [件] 達成率 132.8% 124.0% － [件] 達成率 236.0% 204.0% －

 目標値

実績値

達成率

令和元年度 令和 2 年度 目標値

4,151,682 5,151,066 実績値

4,140,772 － 達成率

No. 活 動 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成 果 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 評価

 目標値 1,100 1,100 目標値 2 4

 ( H29 ～ R1 ) 実績値 1,461 1,364 実績値 3 5

 [件] 達成率 132.8% 124.0% [累計：件] 達成率 150.0% 125.0%

 目標値

実績値

達成率

令和元年度 令和 2 年度 目標値

22,744 実績値

22,209 達成率

No. 活 動 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成 果 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 評価

 目標値 1,100 1,100 1,100 目標値 262,900 359,443 371,775

 ( H8 ～ ) 実績値 1,461 1,364 － 実績値 347,111 358,126 －

 [件] 達成率 132.8% 124.0% － [累計：㎡] 達成率 132.0% 99.6% －

 目標値

実績値

達成率

令和元年度 令和 2 年度 目標値

6,522,619 779,637 実績値

6,522,221 - 達成率

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 予 算 額 主 な 事 業 内 容

1

流通拠点整備推進事業

平成 30年度

①大分流通業務団地に立地し
  た企業に対する補助
　　　　　　　　　 928,710

予算 135,081

決算 134,975

企業訪問件数 流通業務団地分譲面
積企業立地推進課

　大分流通業務団地への企業集積の促進を図る
ため、立地企業に対して投資額の一部を助成す
る。

事 業 の 成 果 ・ 今 後 の 方 針
　令和元年度については、近年の好調な販売実績を踏まえ、目標値を大幅に引き
上げた。この目標設定の際には区画毎の面積を考慮せず、残面積を按分して設定
している。
　その点を考慮すると３区画を販売した今年度は目標を達成出来たと考えられる
ことから、来年度以降も引き続き目標が達成出来るよう、本事業を活用した企業
誘致を進めたい。

区分

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 予 算 額 主 な 事 業 内 容

2

工業団地開発推進事業

平成 30年度

①県土地開発公社に対する県
  営工業団地造成事業費の貸
  付
　　　　　　　 　4,037,646
②工業団地の造成費用に対す
  る補助
　　　　　　　　 　102,625

予算 4,147,760

決算 4,147,758

企業訪問件数 企業誘致件数

企業立地推進課

　企業立地の促進を図るため、県土地開発公社
や市町村と連携し、良好な工業団地の整備を推
進する。

事 業 の 成 果 ・ 今 後 の 方 針
　令和元年度は３年連続の５０件以上となる５１件の企業立地があり、産業の集
積が促進された。
　誘致件数が好調な一方、好機が訪れた際に、それを逃さないよう、受け皿とな
る工場適地の確保を進めておくことが重要となるため、本事業を活用し、引き続
き市町村等の支援を図りたい。

区分

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 予 算 額 主 な 事 業 内 容

3

離島等サテライトオフィス整備推進事業

平成 30年度

①市町村の行うサテライトオ
　フィスの整備への補助
　　　　　　　　　　22,209

予算 18,670

決算 17,227

企業訪問件数 離島等条件不利地域
への企業誘致件数企業立地推進課

　離島等の条件不利地域を中心に、IT関連企業
などの誘致を推進するため、市町村が行うサテ
ライトオフィスの整備に対し助成する。

事 業 の 成 果 ・ 今 後 の 方 針
　令和元年度は姫島村と佐伯市宇目においてサテライトオフィスの整備を行い、
今後の企業誘致の基盤が整備され、特に佐伯市宇目のサテライトオフィスでは、
東京のＩＴ企業２社が進出するなど大きな成果があった。
　条件不利地域では拠点となる場所がまだ少ない、エンジニアの雇用が難しいな
どの課題があることから、引き続き市町村のサテライトオフィス整備を支援する
とともに、条件不利地域への企業誘致を強化するため、令和２年度から「サテラ
イトオフィス整備・誘致推進事業」を実施する。

区分

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 予 算 額 主 な 事 業 内 容

4

流通業務団地造成事業（特別会計）

平成 30年度

①元利金償還
　　　　　　　 　6,036,285
②減債基金積立金
　　　　　　　　 　471,914
③流通業務団地維持管理
　　　　　　　　　　14,022

予算 1,581,205

決算 1,580,430

企業訪問件数 流通業務団地分譲面
積企業立地推進課

　東九州における広域的な流通拠点の形成を図
るために整備した大分流通業務団地にかかる、
安全・防災・環境対策等の事業費及び起債償還
のための基金積立を行う。

事 業 の 成 果 ・ 今 後 の 方 針
　令和元年度については、近年の好調な販売実績を踏まえ、目標値を大幅に引き
上げた。この目標設定の際には区画毎の面積を考慮せず、残面積を按分して設定
している。その点を考慮すると３区画を販売した今年度は目標を達成出来たと考
える。
　また、この好調な販売により繰上償還を実施し、起債残高を70%、年間の利子償
還額を83%、それぞれ減少させており支出の改善にも努めている。
　必要な維持管理を行いながら、引き続き目標達成に努めていきたい。

区分
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事務事業評価 令和元年度実績あ

No. 活 動 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成 果 指 標 達成度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 評価

 目標値 1,100 1,100 1,100 目標値 25 25 45

 ( S61 ～ ) 実績値 1,461 1,364 － 実績値 59 51 －

 [件] 達成率 132.8% 124.0% － [件] 達成率 236.0% 204.0% －

 目標値

実績値

達成率

令和元年度 令和 2 年度 目標値

1,094,209 2,205,922 実績値

884,739 － 達成率

Ａ

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 予 算 額 主 な 事 業 内 容

5

企業立地促進事業

平成 30年度

①誘致企業の投資額と雇用人
　数に応じて行う補助
　　　　　　　　 　877,469

予算 924,404

決算 912,368

企業訪問件数 企業誘致件数

企業立地推進課

　戦略的・効果的な企業誘致を推進するため、
誘致企業の設備投資及び雇用創出の一部に対し
助成する。

事 業 の 成 果 ・ 今 後 の 方 針
　令和元年度は３年連続の５０件以上となる５１件の企業立地があり、産業の集
積が促進された。
　引き続き、当県の強みである自動車関連等の製造業の誘致を推進するととも
に、第４次産業革命の動きに対応した産業分野など、多様な業種、多様な地域に
企業誘致を進める。

区分
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